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「平成２１年度新潟県賃金労働時間等実態調査」の結果がまとまりました

県では、県内の民間事業所に雇用されている労働者の賃金及び労働時間等の実態を明ら
かにし、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的として、毎
年７月に「賃金労働時間等実態調査」を実施しています。
今般、平成 年度の調査結果がまとまりましたので公表します。21

１．調査結果の概要

（１）所定内賃金
平成21年７月の所定内賃金（産業計、規模計）は、251,968円で、前年に比べて1,006
円の減少となっています。
これを産業別にみると 「金融業，保険業」が325,000円で最も高く 「宿泊業，飲食サ、 、
ービス業」が220,144円で最も低くなっています。

（２）実労働時間数
平成21年７月の実労働時間数は、176.5時間（所定内労働時間：167.9時間、所定外労
働時間数：8.6時間）で、前年に比べて3.5時間の減少となっています。
これを産業別にみると 「運輸業，郵便業」が195.9時間で最も長く 「医療，福祉」が、 、
167.3時間で最も短くなっています。

※ 詳細な調査結果については、報告書を御参照下さい。

２．調査方法の概要

（１）調査対象
農林水産業を除く全産業に属する常用労働者 人以上を雇用する事業所から、無作為10
に抽出した 事業所を対象とし、そのうち有効な回答のあった 事業所（有効回2,446 1,723
答率 ％）について集計しました。70.4
また、集計対象事業所に雇用される常用労働者のうち、一定の方法によって抽出した労
働者 人（うちパートタイム労働者 人）について集計しました。33,958 5,391

（２）調査時点
、 。７月分の賃金及び労働時間等について 平成 年７月 日現在で調査を実施しました21 31
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